
水 素 ・ 燃 料 電 池 関 連 の 機 器 ・ イ ン フ ラ 産 業 の 市 場 規 模 （ 日 本 ）
2 0 3 0 年 約 １ 兆 円 → 2 0 5 0 年 約 8 兆 円

2020年

2030年

2040年

フェーズ１
水素利用の飛躍的拡大

（燃料電池の社会への本格的実装）
09年 家庭用燃料電池/15年 燃料電池車 市場投入

2017年
業務・産業用燃料電池： 市場投入

2020年頃
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の燃料代と同等以下の水素価
格の実現

2025年頃
燃料電池車： 同車格のハイブリッド車同等
の価格競争力を有する車両価格の実現

2020年代半ば
・海外からの水素価格（プラント引渡価格）30円/Nm3
・商業ﾍﾞｰｽでの効率的な水素の国内流通網拡大

2030年頃
・海外での未利用エネ由来水素の製造、輸送・貯

蔵の本格化
・発電事業用水素発電： 本格導入

2040年頃
ＣＣＳや国内外の再エネの活用との組み合わせによる
CO2フリー水素の製造、輸送・貯蔵の本格化

フェーズ２
水素発電の本格導入／

大規模な水素供給システムの確立

フェーズ３
トータルでのＣＯ２フリー

水素供給システムの確立

 水素社会の実現に向けて、社会構造の変化を伴うような大規模な体制整備と長期の継続的な取組を実施。また、様々な局面で、水素の需要
側と供給側の双方の事業者の立場の違いを乗り越えつつ、水素の活用に向けて産学官で協力して積極的に取り組んでいく。

 このため、下記のとおりステップバイステップで、水素社会の実現を目指す。
・ フェーズ１（水素利用の飛躍的拡大）： 足元で実現しつつある、定置用燃料電池や燃料電池自動車の活用を大きく広げ、我が国が世界に

先行する水素・燃料電池分野の世界市場を獲得する。
・ フェーズ２（水素発電の本格導入／大規模な水素供給ｼｽﾃﾑの確立）： 水素需要を更に拡大しつつ、水素源を未利用エネルギーに広げ、

従来の「電気・熱」に「水素」を加えた新たな二次エネルギー構造を確立する。
・ フェーズ３（トータルでのＣＯ２フリー水素供給システムの確立）： 水素製造にＣＣＳを組み合わせ、又は再エネ由来水素を活用し、トータル

でのＣＯ２フリー水素供給システムを確立する。

水素社会実現に向けた対応の方向性

水素・燃料電池戦略ロードマップ概要（１）
～総 論～

水素供給体制の構築見通しを踏まえた
計画的な開発・実証

１．省エネルギー

２．エネルギーセキュリティ

３．環境負荷低減

燃料電池の活用によって高いエネルギー効率を実現することで、大幅な省エネルギーにつなげる。

水素は、①製造原料の代替性が高く、副生水素、原油随伴ガス、褐炭といった未利用エネルギーや、再生可能エネル
ギーを含む多様な一次エネルギー源から様々な方法で製造が可能であること、②今後、こうしたエネルギーを地政学的
リスクの低い地域等から安価に調達できる可能性がある（国内では、将来的に再生可能エネルギーから製造された水素
を利活用することでエネルギーの自給率向上につながる可能性もある）ことから、こうした利点を活かして利用を拡大す
ることで、エネルギーセキュリティの向上につなげる。

水素は利用段階でＣＯ２を排出しないことから、水素の製造時にＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留技術）を組み合わせ、又は
再生可能エネルギー由来水素を活用することで、環境負荷低減、更にはＣＯ２フリーにつなげる。

水素社会実現の意義

開発・実証の加速化
水素供給国との戦略的協力関係の構築

需要拡大を見据えた安価な水素価格の実現
東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸで
水素の可能性
を世界に発信

４．産業振興・地域活性化 日本の燃料電池分野の特許出願件数は世界一位で、二位以下と比べて５倍以上と、諸外国を引き離しているなど、日本
が強い競争力を持つ分野。また、水素製造等については、再生可能エネルギー等の地域資源を活用可能。
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水素・燃料電池戦略ロードマップ概要（２）
～全分野一覧～

ﾅﾌｻや天然ｶﾞｽ等
の化石燃料から
水素製造

現状

高圧水素ガスや
液化水素の形態
で、産業ガスとし
てごく一部が流通

※大半は、石油
精製等により
自家消費

現状

定置用
燃料電池

燃料電池車

水素発電

２００９年市場投入
７万台超が普及

現状

２０１５年 乗用車
２０１６年 バス
が市場投入予定

現状

ｶﾞｿﾘﾝ車の燃料代と同等以下の水素価格の実現

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の燃料代と同等以下の水素価格の実現

水素ＳＴの自立的展開

海外での未利用エネ由来
水素の製造、輸送・貯蔵の本格化

再生可能エネルギー等を活用したＣＯ２フリーの水素製造に関する開発・実証

①低廉な水素ステーション（ＳＴ）の開発
②更なる規制見直し
③関係者間の役割分担に従った取組（整備・運営）

ユーザーが５年で投資回収
可能なコストの実現

ユーザーが７、８年で投資回収
可能なコストの実現

２０１７年 業務・産業用の市場投入

発電事業用水素発電の本格導入開始自家発用水素発電の本格導入開始

燃料電池車の自立的な普及拡大（燃料電池車の世界最速普及）

家庭用燃料電池の自立的な普及拡大

自家発用水素発電の本格導入

発電事業用水素発電の本格導入

業務・産業用燃料電池の自立的な普及拡大

水素発電の具体的な
方針決定

①車両の導入支援
②車両の低コスト化・高耐久化等に向けた技術開発

導入支援

実用化に向けた実証、規制見直し

商業ベースでの効率的な水素の国内流通網の拡大
液化水素や有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ等の形での

国内流通に関する開発・実証

有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞや液化水素等の形での海外からの
水素輸送・貯蔵の開発・実証

海外からの水素価格（プラント引渡価格）３０円／Ｎｍ３を実現 発電事業用水素発電の本格導入
により水素価格の低減が加速化

フェーズ２： 水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立

フェーズ３： トータルでのＣＯ２フリー水素供給システムの確立

関係者間の役割分担や整備方針の再整理

ＣＯ２フリー水素
の製造、輸送・貯蔵

の本格化

家
庭
用

国

内

海

外

海外の未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ（副生水素、原油随伴ｶﾞｽ、褐炭等）
からの水素製造の開発・実証

【水
素
Ｓ
Ｔ
】

【流
通
】

海外からの未利用エネ由来水素の製造、輸送・貯蔵の本格化 ＣＯ２フリー水素の製造、輸送・貯蔵の本格化

同車格のハイブリッド車同等の価格競争力を有する車両価格の実現

水素発電ガスタービン等
の開発・実証

（注）赤の矢印は国が重点的に関与する取組を、
青の矢印は民間が中心となって行う取組を指す。

２０１５年頃

フェーズ１： 水素利用の飛躍的拡大（燃料電池の社会への本格的実装）

業
務

産
業
用
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水素・燃料電池戦略ロードマップ概要（３）
～定置用燃料電池（分散型コージェネレーション）～

２０３０年頃 ２０４０年頃

家庭用５３０万台の普及
ユーザーが５年で投資回収可能なコストの実現

家庭用１４０万台の普及
ユーザーが７、８年で投資回収可能なコストの実現

都市ガスパイプライン又はＬＰガス容器により供給される
都市ガス又はＬＰガスを機器内で水素に改質

導入支援【家
庭
用
】

【業
務
・産
業
用
】

実用化に向けた実証
規制見直し

２０１７年 業務・産業用の市場投入

家庭用燃料電池の自立的な普及拡大

・ 量産効果による更なる価格低減
・ 設置、メンテナンスに係る工程の簡素化、標準化による更なる価格低減

ＳＯＦＣ型等の低コスト化・高耐久化等
に向けた技術開発

２０２０年頃

国内展開の拡大 （戸建ての新築住宅中心 → 集合住宅や既築住宅等へも拡大）

業務・産業用燃料電池の自立的な普及拡大
・ 量産効果による更なる価格低減
・ 設置、メンテナンスに係る工程の簡素化、標準化による更なる価格低減

海外での未利用エネ由来水素
の製造、輸送・貯蔵の本格化

• 様々な電力負荷、気候下での実証
• 規制見直し

海外展開の拡大 （欧州中心 → 他地域へも拡大）

地域限定的に水素ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝで水素輸送
（例．水素ＳＴ近傍への輸送）

（注）赤の矢印は国が重点的に関与する取組を、
青の矢印は民間が中心となって行う取組を指す。

ＣＯ２フリー
水素の

製造、輸送・貯蔵
の本格化

地域限定的に純水素型燃料電池が普及

２０１５年頃

地域と連携した水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築実証
• 自治体、地元企業等と連携（例．東京オリンピックでの水素利活用）

燃料電池の
発電電力
取引円滑化
の検討
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２０１５年
乗用車

同車格のハイブリッド車同等の価格競争力
を有する車両価格の実現

ｶﾞｿﾘﾝ車の燃料代と同等
以下の水素価格の実現

先
行

整
備

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の燃料代と同等
以下の水素価格の実現

既存の副生水素、水素製造設備余力を活用し、化石燃料を水素改質

液化水素や有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ等の
国内流通に関する開発・実証

商業ベースでの効率的な水素の国内流通網の拡大

２０２０年頃

海外からの未利用エネ由来水
素供給の本格化

水素ＳＴの自立的展開

低廉なST開発
・ 標準仕様の確立
・ ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型／移動式
・ 簡易型

更なる規制見直し ＋ 安全・安心対策

水素ＳＴの整備・運営に関する関係者間
の役割分担や整備方針に従った取組

燃料電池車の自立的な普及拡大
（燃料電池車の世界最速普及）

【流
通
】

【水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
】

１００箇所ＳＴ整備 自立的商用展開可能なＳＴコスト（整備・運営）＜現在の半額程度＞の実現

商用展開に向けた環境整備
（１）整備地域の拡大

（２）地域のＦＣＶ普及状況等
に応じた戦略的展開

（例）ＦＣＶ市場初期の地域は、
移動式、簡易型を中心に展開

地域と連携した水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築実証
• 自治体、地元企業等と連携（例．東京オリンピックでの水素利活用）

車両の低コスト化・高耐久化・燃費性能向上等の技術開発
• 低白金化等による低コスト化
• 業務用車両の使用に耐え得る耐久性、燃費性能等の向上

【燃
料
電
池
車
】

水素・燃料電池戦略ロードマップ概要（４）
～燃料電池自動車 ＋ 水素ステーション～

２０１６年
バスの市場投入

車両の導入支援
公用車、社用車中心 → 徐々に 個人中心に展開

タクシー、バスの活用

関係者間の役割分担や整備方針の再整理

（注）赤の矢印は国が重点的に関与する取組を、
青の矢印は民間が中心となって行う取組を指す。

ＣＯ２フリー水素の
製造、輸送・貯蔵

の本格化

燃料電池自動車の世界統一基準と国内法令の調和、
燃料電池自動車の相互承認の実現

２０１５年頃
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水素・燃料電池戦略ロードマップ概要（５）
～水素発電 ＋ 未利用エネルギー由来水素の活用～

２０３０年頃 ２０４０年頃

海外からの未利用エネ由
来水素の製造、輸送・貯蔵

の本格化

一体的に実施
（※発電設備メーカー、発電事業者、水素供給事業者を交え具体的方針を決定・実行）

海外からの未利用エネ由来水素の
製造、輸送・貯蔵の本格化

ＣＯ２フリー水素の製造、輸送・貯蔵の本格化

商業ベースでの効率的な水素の国内流通網の拡大

２０２０年頃

再生可能エネルギー等を活用したＣＯ２フリーの水素製造に関する開発・実証
• 水素供給国におけるＣＣＳ
• 国内外の再エネ由来水素の安価で安定的な製造方法の確立（光触媒技術・アンモニア製造技術等を含む）

• Power to Gas（再エネ由来電気からの水素製造等による偏在・変動エネルギーの平準化）に関する実証

有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞや液化水素等の形での海外からの水素輸送・貯蔵の開発・実証
• 水素貯蔵・荷役システム開発 ／ 水素貯蔵・荷役制度整備
• 水素運搬船開発 ／ 海事制度整備
• 水素供給国との戦略的協力関係の構築

発電事業用水素発電の本格導入

発電事業用水素発電の本格導入開始自家発用水素発電の本格導入開始

自家発用水素発電の本格導入

自家発用水素発電の環境整備
技術開発・実証

制度整備

• 水素混合割合や発電効率の向上
• ＮＯｘの低減 等

発電事業用水素発電の環境整備
技術開発・実証

商業ベースの発電事業用水素発電の展開準備
環境アセスメント ／ 発電所の設計・調達・建設

水素混合割合や発電効率の向上 ／ ＮＯｘの低減 等

海外からの水素価格（プラント引渡価格）３０円／Ｎｍ３を実現
事業用水素発電の本格導入により
設備大型化、輸送効率化が図られ、

水素価格の低減が加速化

海外の未利用エネルギーからの水素製造の開発・実証
• 褐炭、原油随伴ｶﾞｽ等からの水素製造等
• 水素供給国との戦略的協力関係の構築

制度整備

液化水素や有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ等の形での国内流通
に関する開発・実証
• 液化水素や有機ハイドライド等での輸送、貯蔵のあり方を実証

（注）赤の矢印は国が重点的に関与する取組を、
青の矢印は民間が中心となって行う取組を指す。

ＣＯ２フリー水素
の製造、

輸送・貯蔵
の本格化

２０１５年頃


